
３．近年の主な動き

（１）近年成立した主な関係法

ア　「障害者虐待防止法」
　虐待を受けた障害のある人に対する保護、
養護者に対する支援のための措置等を定める
ことにより、障害者虐待の防止等に関する施
策を促進するため、「障害者虐待の防止、障
害者の養護者に対する支援等に関する法律」
（障害者虐待防止法）が、平成23年６月に成
立し、24年10月から施行された。

イ　「障害者総合支援法」
　障害者基本法の改正や改革本部等における
検討を踏まえて、地域社会での共生の実現に
向けて新たな障害保健福祉施策を講じるた
め、「障害者の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律」（障害者総合支援
法）が平成24年６月に成立し、25年４月から
施行（一部、26年４月施行）された。

ウ　「障害者優先調達推進法」
　障害者就労施設等の受注の機会を確保する
ために必要な事項等を定めることにより、障
害者就労施設等が供給する物品等に対する需
要の増進等を図り、もって障害者就労施設で
就労する障害者、在宅就業障害者等の自立の
促進に資することを目的とした「国等による
障害者就労施設等からの物品等の調達の推進
等に関する法律」（障害者優先調達推進法）
が平成24年６月に成立し、25年４月から施行
された。

エ　 「成年被後見人の選挙権の回復等のため
の公職選挙法等の一部を改正する法律」

　「成年被後見人の選挙権の回復等のための
公職選挙法等の一部を改正する法律（平成25
年法律第21号）」が平成25年５月、議員立法

により制定され、平成25年６月から施行され
た。
　これを受けて、成年後見人が付いた人（被
後見人）の選挙権が回復してから初めての国
政選挙として、平成25年７月に参議院議員通
常選挙が執行された。

オ　「障害者雇用促進法」一部改正
　労働政策審議会障害者雇用分科会は、平成
25年３月に「今後の障害者雇用施策の充実強
化について」の分科会意見書をとりまとめた。
　これを踏まえ、同年４月に、雇用の分野に
おける障害者に対する差別を禁止するための
措置及び精神障害者を法定雇用率の算定基礎
に加えること等を内容とする「障害者の雇用
の促進等に関する法律の一部を改正する法律
案」が閣議決定され、国会に提出され、同年
６月に成立した。（法律の概要については、
図表２-４参照。）

カ　「障害者差別解消法」
　すべての国民が、障害の有無によって分け
隔てられることなく、相互に人格と個性を尊
重し合いながら共生する社会の実現に向け、
障害を理由とする差別の解消を推進すること
を目的として、「障害を理由とする差別の解
消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）
が平成25年６月に成立した。（詳細は第１章。）

（２）国際的取組

　「アジア太平洋障害者の十年」（2003～2012
年）の終了を見据え、平成25年以降のアジア
太平洋地域の取組について、国連のアジア太
平洋経済社会委員会（ESCAP）において関
係各国代表による会合が持たれ、次期「十年」
について検討が進んだ。
　平成24年11月には、韓国・仁川（インチョ
ン）で開催されたESCAP会合において「第
３次アジア太平洋障害者の十年」の行動計画
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である「仁川（インチョン）戦略」が採択さ
れ、この戦略に沿った取組が我が国を含めた
各国で行われる予定である。
（障害者権利条約をめぐる我が国の取組につ
いては第１章第３節参照）

■図表２-４　

26


